
納納税税者者番番号号制制度度のの検検討討
～～社社会会保保障障・・税税にに関関わわるる番番号号制制度度ととはは～～

ⅠⅠ

はは
じじ
めめ
にに

昨
年
の
政
権
交
代
を
機
に
、

「
社
会
保
障
・
税
に
関
わ
る
番

号
制
度
」
が
実
現
化
に
向
け
て

検
討
さ
れ
て
い
る
。

本
稿
で
は
、
納
税
者
番
号
制

度
の
過
去
の
経
緯
や
諸
外
国
の

例
を
ふ
ま
え
、
社
会
保
障
・
税

に
関
わ
る
番
号
制
度
の
メ
リ
ッ

ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
等
を
考
察
す

る
。

��

納納
税税
者者
番番
号号
制制
度度
とと
はは

納
税
者
番
号
制
度
と
は
、
納

税
者
一
人
ひ
と
り
に
付
番
し
、

納
税
者
の
税
に
関
す
る
記
録
を

一
括
管
理
す
る
仕
組
み
で
あ

る
。
本
制
度
の
目
的
は
、
納
税

者
の
所
得
や
資
産
を
的
確
か
つ

効
率
的
に
把
握
し
、
こ
れ
に
よ

っ
て
課
税
の
公
平
を
確
保
し
よ

う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

社
会
保
障
と
の
問
題
は
別
と

し
て
、
納
税
の
み
に
限
定
さ
れ

た
納
税
者
番
号
制
度
の
導
入
に

つ
い
て
は
政
府
や
学
者
な
ど
の

間
で
何
度
と
な
く
議
論
が
な
さ

れ
て
き
た
。
時
代
に
応
じ
て
納

税
者
番
号
制
の
意
義
や
論
点
も

変
化
し
て
お
り
、「
当
初
は
総

合
課
税
の
公
平
化
の
た
め
の
趣

旨
が
、
次
に
所
得
把
握
の
た

め
、
消
費
税
制
度
の
た
め
、
給

付
付
き
税
額
控
除
の
た
め
と
い

う
よ
う
に
コ
ロ
コ
ロ
変
わ
っ
て

き
た
」
と
い
う
指
摘
も
な
さ
れ

て
い
る
（
注
１
）
。

��

社社
会会
保保
障障
・・
税税
にに
関関
わわ
るる
番番
号号
制制
度度

�

民
主
党
の
政
策

民
主
党
で
は
、
１
９
９
８
年

の
基
本
政
策
に
お
い
て
、
消
費

税
の
イ
ン
ボ
イ
ス
制
導
入
と
か

ら
め
て
納
税
者
番
号
制
度
の
導

入
を
謳
っ
て
い
た
。
そ
の
後
、

２
０
０
４
年
の
政
策
で
は
、
昨

年
７
月
に
公
表
さ
れ
た
民
主
党

政
策
集
「
Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｅ
Ｘ
２
０
０

９
」
や
平
成
２２
年
度
税
制
改
正

大
綱
に
出
て
く
る
「
歳
入
庁
」

構
想
が
登
場
し
た
。

「
所
得
捕
捉
を
公
平
に
行

い
、
か
つ
的
確
な
年
金
給
付
を

担
保
す
る
た
め
に
、
税
及
び
年

金
保
険
料
徴
収
と
年
金
給
付
に

共
通
の
付
番
制
度
を
導
入
し
ま

す
。
併
せ
て
国
税
庁
と
社
会
保

険
庁
（
注
２
）
を
統
合
し
、
歳
入

庁
（
仮
称
）
を
創
設
し
ま
す
。
」

政
権
交
代
後
、
２
０
０
９
年

９
月
に
設
置
さ
れ
た
内
閣
国
家

戦
略
室
に
て
、「
社
会
保
障
・

税
に
関
わ
る
番
号
制
度
に
関
す

る
検
討
会
」
と
題
し
て
各
大
臣

等
に
よ
る
各
種
検
討
が
行
わ
れ

て
お
り
、
２
０
１
０
年
６
月
１５

日
現
在
で
す
で
に
５
回
の
検
討

会
が
開
催
さ
れ
て
い
る
。

今
後
の
道
筋
と
し
て
、
同
党

で
は
２
０
１
１
年
通
常
国
会
に

関
連
法
案
を
提
出
し
、
２
０
１

３
年
に
新
番
号
制
度
を
導
入

し
、
２
０
１
４
年
１
月
の
利
用

開
始
を
目
指
す
も
の
と
し
て
い

る
。

�

メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

�イ

メ
リ
ッ
ト

社
会
保
障
・
税
に
関
わ
る
番

号
制
度
の
メ
リ
ッ
ト
は
、
各
種

資
料
の
名
寄
せ
・
突
合
の
効
率

が
上
が
り
所
得
や
金
融
資
産
な

ど
の
的
確
な
把
握
が
可
能
と
な

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
不
公
平
さ

が
排
除
さ
れ
る
こ
と
に
あ
る
。

税
と
社
会
保
障
が
一
体
と
な
っ

た
理
想
的
な
制
度
が
構
築
さ
れ

た
の
で
あ
れ
ば
、
納
付
・
給
付

状
況
が
透
明
化
さ
れ
、
正
確
な

所
得
に
基
づ
く
社
会
保
険
料
の

負
担
額
決
定
や
年
金
の
納
付
・

給
付
管
理
、
年
金
未
納
者
に
対

し
て
の
督
促
と
い
っ
た
利
点
が

考
え
ら
れ
る
。

ま
た
、
本
制
度
と
セ
ッ
ト
で

論
じ
ら
れ
て
い
る
、
給
付
付
き

税
額
控
除
の
導
入
も
実
現
性
が

高
ま
る
と
思
わ
れ
る
。
給
付
付

き
税
額
控
除
は
、
税
額
控
除
と

社
会
保
障
給
付
を
組
み
合
わ
せ

た
制
度
で
、
勤
労
所
得
の
あ
る

世
帯
に
対
し
て
は
税
額
控
除

（
減
税
）
し
、
低
所
得
世
帯
に

対
し
て
は
給
付
す
る
と
い
う
制

度
で
あ
る
。
諸
外
国
の
例
を
み

る
と
納
税
者
番
号
が
な
け
れ
ば

必
ず
し
も
給
付
付
き
税
額
控
除

が
執
行
で
き
な
い
と
い
う
わ
け

で
は
な
く
、
イ
ギ
リ
ス
や
フ
ラ

ン
ス
で
は
社
会
保
障
番
号
、
国

民
保
険
番
号
と
い
う
類
似
番
号

の
利
用
に
よ
り
執
行
が
な
さ
れ

て
い
る
が
、
い
ず
れ
に
し
て
も

世
帯
単
位
で
の
正
確
な
所
得
捕

捉
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

�ロ

デ
メ
リ
ッ
ト

一
方
、
デ
メ
リ
ッ
ト
は
、
コ

ス
ト
に
か
か
る
問
題
や
プ
ラ
イ

バ
シ
ー
・
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関

わ
る
問
題
等
、
実
施
へ
向
け
て

課
題
が
山
積
み
な
こ
と
で
あ

る
。
ま
た
、
す
べ
て
の
取
引
を
付

番
の
範
囲
に
含
め
る
こ
と
は
不

可
能
な
た
め
、
取
引
範
囲
に
も

相
当
な
検
討
が
必
要
と
さ
れ
る
。

こ
こ
で
、
諸
外
国
の
例
を
紹

介
す
る
。
諸
外
国
で
は
税
務
面

で
利
用
さ
れ
て
い
る
番
号
制
度

は
、
大
き
く
分
け
て
３
つ
で
あ

る
。①

ア
メ
リ
カ
・
カ
ナ
ダ
方

式
…
社
会
保
障
番
号
を

活
用
す
る
方
式

②
北
欧
方
式
…
全
て
の
国

民
に
出
生
の
機
会
に
付

番
し
た
統
一
コ
ー
ド
番

号
（
住
民
登
録
番
号
）
を

税
務
そ
の
他
の
行
政
分

野
に
て
活
用
す
る
方
式

③
イ
タ
リ
ア
方
式
（
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
方
式
）
…

課
税
庁
が
納
税
申
告
書

な
ど
を
提
出
す
る
者
に

対
し
て
付
与
し
た
税
務

番
号
を
活
用
す
る
方
式

コ
ス
ト
に
つ
い
て
は
、
①
ア

メ
リ
カ
方
式
の
初
期
費
用
が
１

６
６
０
億
円
以
上
、
運
営
費
は

１
年
間
４
０
０
億
円
以
上
、
②

北
欧
方
式
初
期
費
用
が
１
３
４

０
億
円
、
運
営
費
用
は
１
年
間

３
６
０
〜
４
０
０
億
円
以
上
と

い
う
政
府
税
制
調
査
会
平
成
４

年
の
試
算
デ
ー
タ
が
あ
る
。
な

お
、
③
に
つ
い
て
は
、
コ
ス
ト
の

割
に
効
果
が
少
な
い
と
い
う
理

由
で
試
算
は
さ
れ
て
い
な
い
。

た
だ
、
コ
ス
ト
に
つ
い
て
は

既
存
の
基
礎
年
金
番
号
や
住
基

ネ
ッ
ト
、
あ
る
い
は
２
０
１
１

年
中
に
導
入
予
定
の
社
会
保
障

番
号
の
利
用
に
よ
り
、
初
期
費

用
と
運
営
費
は
抑
え
ら
れ
る
も

の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
い
ず
れ

に
し
て
も
費
用
対
効
果
を
考

え
、
慎
重
に
検
討
す
る
必
要
が

あ
ろ
う
。

�

社
会
保
障
・
税
に
関
わ
る

番
号
制
度
の
取
引
の
範
囲

社
会
保
障
・
税
に
関
わ
る
番

号
制
度
の
対
象
と
な
る
取
引
等

に
つ
い
て
は
、
従
来
、
納
税
者

番
号
で
議
論
さ
れ
て
き
た
よ
う

な
利
子
・
配
当
等
に
か
か
る
金

融
取
引
の
ほ
か
、
給
与
・
報
酬

の
支
払
い
、
不
動
産
の
売
買
な

ど
が
想
定
さ
れ
る
。

諸
外
国
の
例
を
挙
げ
る
と
、

ア
メ
リ
カ
で
は
一
定
額
以
上
の

国
内
送
金
、
預
金
の
入
出
金
、

海
外
送
金
、
海
外
資
産
等
に
つ

い
て
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
や
フ

ラ
ン
ス
は
預
貯
金
口
座
開
設
に

際
し
て
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
株
式

保
有
に
際
し
て
税
務
当
局
へ
資

料
提
出
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い

る
と
い
う
。

我
が
国
で
は
近
年
、
金
融
所

得
課
税
と
関
連
し
て
納
税
者
番

号
制
度
の
議
論
が
な
さ
れ
て
き

た
。
金
融
所
得
課
税
と
は
、
利

子
所
得
、
配
当
所
得
、
株
式
の

譲
渡
所
得
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら

の
所
得
間
で
損
益
通
算
を
行
う

こ
と
を
指
す
が
、
各
所
得
の
正

確
な
補
足
が
必
要
と
な
る
た
め

番
号
制
度
は
非
常
に
適
し
て
い

る
。
し
か
し
、
株
式
等
の
取
得

の
把
握
が
で
き
な
い
と
い
う
点

で
同
制
度
の
限
界
を
指
摘
す
る

声
も
あ
る
。

ま
た
、
給
与
所
得
者
に
つ
い

て
番
号
制
度
が
適
用
さ
れ
た
場

合
、
給
与
所
得
者
自
身
に
よ
る

確
定
申
告
の
際
の
利
便
性
が
向

上
す
る
と
い
う
意
見
も
あ
る
。

こ
れ
は
申
告
納
税
制
度
の
本
旨

に
沿
っ
て
、
給
与
所
得
者
自
身

に
よ
る
確
定
申
告
制
度
へ
移
行

す
べ
き
と
い
う
長
期
的
な
考
え

に
基
づ
く
意
見
で
あ
る
。

事
業
所
得
に
つ
い
て
は
す
べ

て
の
取
引
に
付
番
し
、
課
税
資

料
を
作
成
す
る
こ
と
は
現
実
的

に
は
取
引
量
と
事
務
作
業
量
か

ら
考
え
る
と
困
難
で
あ
ろ
う
。

法
人
取
引
に
対
し
て
の
付
番
も

同
様
で
あ
る
。
し
か
し
、
例
え

ば
一
定
額
以
上
の
取
引
を
番
号

制
度
の
対
象
と
す
る
こ
と
に
よ

っ
て
、
牽
制
効
果
が
期
待
で
き

る
と
い
う
意
見
も
あ
る
。

��

おお
わわ
りり
にに

本
制
度
の
問
題
は
、
細
か
い

議
論
は
き
り
が
な
い
も
の
の
、

以
下
に
大
別
さ
れ
る
の
で
は
な

い
か
。

①

番
号
制
度
の
付
番
方
法

②

番
号
制
度
の
取
引
の
範
囲

③

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策
、

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護

④

番
号
制
度
に
か
か
る
シ
ス

テ
ム
構
築
や
運
営
コ
ス
ト

①
、
③
、
④
に
つ
い
て
は
、

本
人
確
認
情
報
が
整
備
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
住
基
ネ
ッ
ト

を
中
心
と
し
た
複
数
番
号
の
併

用
が
の
ぞ
ま
し
い
の
で
は
な
い

か
と
考
え
る
。
住
基
ネ
ッ
ト
に

つ
い
て
は
、
外
国
人
情
報
の
記

載
も
今
後
行
わ
れ
る
と
の
こ
と

で
あ
り
、
既
存
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
を
う
ま
く
生
か
し
た
シ
ス
テ

ム
構
築
に
期
待
し
た
い
と
こ
ろ

で
あ
る
。
複
数
番
号
の
併
用
は

効
率
悪
い
が
、
安
全
性
や
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
保
護
の
観
点
か
ら
は

や
は
り
有
用
で
あ
る
も
の
と
思

わ
れ
る
。

社
会
保
障
・
税
に
関
わ
る
番

号
制
度
は
、
納
税
だ
け
で
は
な

く
社
会
保
障
の
不
公
平
な
給
付

・
受
給
を
排
除
し
「
国
民
の
権

利
を
守
る
」
と
強
調
さ
れ
て
い

る
た
め
、
か
つ
て
の
国
民
総
背

番
号
制
に
比
べ
る
と
そ
れ
ほ
ど

世
論
の
反
発
も
な
い
印
象
を
受

け
る
。
し
か
し
、
裏
を
返
せ
ば

国
民
の
関
心
が
低
い
と
も
い
え

る
た
め
、「
導
入
あ
り
き
」
で

は
な
く
、
多
大
な
費
用
を
か
け

て
ま
で
導
入
す
べ
き
か
、
②
の

取
引
の
付
番
の
範
囲
の
問
題
と

と
も
に
、
導
入
そ
の
も
の
に
つ

い
て
も
相
当
な
議
論
を
す
べ
き

で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
国
民
が

本
制
度
の
理
解
を
深
め
る
こ
と

も
必
要
だ
と
思
わ
れ
る
た
め
、

そ
の
意
味
で
は
、
納
税
者
権
利

憲
章
の
制
定
後
に
お
い
て
本
制

度
導
入
を
検
討
し
て
も
遅
く
な

い
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

（
注
１
）
税
務
弘
報
２
０
１
０

年
１
月
号
２
０
頁
鼎
談
に
お
け

る
山
本
守
之
氏
の
指
摘

（
注
２
）
現
在
の
日
本
年
金
機

構
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